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１ 付議事件

行政のデジタル化の推進による、市民サービスの向上
及び業務の効率化に関すること。

委員会趣旨
※市会運営委員会（令和３年５月17日）資料より抜粋

新型コロナウイルスの感染拡大への対応を契機に、デジタル化による市民サービス向上の取組を速やかに進める必要
性が顕在化した。国では、デジタル化の必要性から、全自治体を対象とした住民記録、税、社会保障など基幹系システム
の標準化・共通化及び国全体のデジタル化の司令塔となるデジタル庁（仮称）設置等に関する、デジタル化関連法案を
閣議決定した（令和３年２月９日）。
横浜市においても、加速するデジタル化の動きを捉え、行政手続きのオンライン化をはじめとする、コロナ禍を踏まえ

た市民サービスの向上、あわせて、持続可能な行政運営を念頭においた既存業務の効率化等を、デジタル化の推進に
より目指していく必要がある。
これらの課題について、調査・研究を行うため、新たな特別委員会を設置する。

付議事件

１



２ 今年度の調査・研究テーマ

利用者ニーズを踏まえた行政サービスの
デジタル化について

令和５年度 調査・研究テーマ

調査・研究テーマの選定理由

令和３年９月、国においてデジタル庁が創設され、翌年閣議決定された「デジタル社会の実現
に向けた重点計画」の中では、「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化」の実現がうたわ
れており、利用者の視点にたち、誰もが行政サービスを活用できる環境を整えていくことが示
されている。本市においても、令和４年９月に横浜ＤＸ戦略が策定され、デジタル技術を用いて
様々な課題を解決し、新たな価値を生み出していくことが期待されている。一方で、デジタル化
を進めていく上では、デジタル機器・サービスを導入するということに留まるのではなく、これ
らの機器・サービスを通じ、利用者の利便性の向上や課題の解決、目的の達成が図られることが
重要である。
そのため、本市としても、ＵＸ（顧客体験）の視点に配慮し、各種サービスの検討段階から利用

者のニーズを想定した「デジタル×デザイン」の実践が求められている。
以上を踏まえ、今年度は、行政サービスの利用者の目線に立ち、利用者がデジタル化の恩恵を

真に享受できる環境の整備を目指し、「利用者ニーズを踏まえた行政サービスのデジタル化」に
ついて調査・研究を行うこととした。
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【内容】

■
■

６/５

第１回委員会
（テーマ確定）

9/2５ 12/５ ４/15

【内容】

■令和５年度委員会
運営方法について

第２回委員会
（当局説明）

【内容】

■当局からの説明
「UI/UX向上
支援について」

■質疑応答及び
意見交換

第３回委員会
（参考人招致）

【内容】

■参考人の講演
「自治体ＤＸにおける
ＵＸの向上について」

■質疑応答及び
意見交換

第５回委員会
（報告書の確定）

２/６

【内容】

■令和５年度委員会
中間報告書構成案
の確認

■意見交換

第４回委員会
（構成案確認）

※当日の概要を
記載

202３年 202４年

３ 年間スケジュール

３



４ 活動内容・意見等

第１回（令和5年６月5日）

第２回（令和5年９月25日）

当局からの説明 （デジタル統括本部）
「令和３年度・令和４年度 デジタル化推進特別委員会 調査・研究テーマについての取組状況」
「ＵＩ/ＵＸ向上支援について」

※主な意見等については「５ 活動内容詳細（抜粋）」参照

令和5年度委員会運営方法について

（主な意見）
・過去２年間の調査・研究テーマについて、進捗状況の整理という意味で振り返りを行うべきである。
・ＵＩ/ＵＸを考える上では、行政側だけで議論するだけではなく、民間企業の視点を積極的に取り入れていくべきである。
・市民目線でいかに効率よく、市民へ寄り添った行政窓口サービスを実施できるかという視点が非常に重要である。
・デジタルに明るくない方でも安心して手続が行えるような仕組みづくりを心掛ける必要がある。
・デジタル化の推進によって単に利便性の向上を図るだけでなく、その結果、市民の生活がどのように豊かになるのかと
いった点を追求できるような調査・研究を行う必要がある。
・技術ありきの発想ではなく、実際の現場から解決すべき課題を見つけていくことが重要である。
・ホームページのデザイン等について、利用者が迷うことがないよう、一目でわかるデザインを目指すべきである。
・行政サービスをデジタル化する上では、アナログの選択肢を排除するのではなく、デジタルによる新たな選択肢が増えるこ
とで市民の利便性が向上するように努めるべきである。
・デジタルデバイド解消のためにも、例えばスマートフォンだけでなくテレビを利用するなど、何をプラットフォームにするか
についても十分検討すべきである。
・ＵＸ向上には、単にデザイン面だけでなく、収集したデータを利用しやすく補正することも重要である。
・必要なタイミングで必要な情報がしっかりと市民に届くことが重要である。
・自治会・町内会のデジタル化の推進という視点からも調査・研究が必要である。
・情報弱者という言葉があるが、本来デジタル技術は弱者にとってこそ助けとなるべきものである。
・市民が望むサービスの在り方をしっかりと捉え、デジタル技術を用いて何ができるのかについて議論する必要がある。

４



４ 活動内容・意見等

第４回（令和６年２月６日）

第５回（令和６年４月15日）

委員会報告書取りまとめに向けた意見交換

（主な意見）
・デジタル統括本部と本特別委員会が発足してからの３年間で、ＤＸを推進するための地盤が作られた。今後はデジタル化に
よる職員の業務改革、いわゆるＢＰＲの取組を推進し、さらなる市民サービスの向上につなげるべきである。
・アナログ・デジタルの両面からサービスを多様化させ、住民サービスの向上を図る方向でデジタル化を生かすべきである。
・デジタル人材の確保は非常に重要な課題であり、長期的な視点で人材を取り込んでいくことが必要である。
・DX戦略を進める上で、職員・市民ともに達成度を実感することができる何らかの指標を提示するべきである。
・デジタル化の推進は市民・職員にとって多くのメリットがある取組だが、個人情報の流出等、安全性の問題への対処が必要
である。
・フェイクニュースの拡散等、これからはデジタルや生成AＩが嘘をつく時代である。ＵＩ/ＵＸという観点からも、発信元を明ら
かにし、正しい筋道で市民に発信を行うことが重要である。
・DX推進についての行政側の進捗は認める一方で、議会のDXがあまり追いついていないという実情がある。議会のDXに
向けた取組については、特別委員会が終了した後にも継続的に考えるべき課題である。
・今年度のまとめとは別に、発足以来３年間の委員会活動の総括についても報告書に記載すべきである。
・デジタル社会の実現のためには、それを取り扱う職員の意識の改革とスキルの獲得が必須であるが、カルチャーや風土を
植え付けていくことは非常に難しい。本特別委員会終了後も、本市が行政サービスの変革の推進力となるようなトライを引
き続き行うべきである。

5

※当日の概要を記載

第３回（令和5年12月5日）

参考人講演 「アフターデジタル時代に目指すべき「体験」とは」（株式会社ビービット 藤井 保文 氏）

※主な意見等については「５ 活動内容詳細（抜粋）」参照



５ 活動内容詳細（抜粋）

１ 令和３年度 調査・研究テーマ（行政のペーパーレス・オンライン会議の日常的な利用推進）についての取組状況の説明

1 当局からの説明聴取（令和５年９月25日）

当局説明：「令和３年度・令和４年度 デジタル化推進特別委員会 調査・研究テーマについての取組状況」

６



５ 活動内容詳細（抜粋）

7

１ 令和３年度 調査・研究テーマ（行政のペーパーレス・オンライン会議の日常的な利用推進）についての取組状況の説明

２ 令和４年度 調査・研究テーマ（行政におけるクラウドサービスなどを活用した新しい働き方）についての取組状況の説明



５ 活動内容詳細（抜粋）

8

当局説明：「ＵＩ/ＵＸ向上支援について」



５ 活動内容詳細（抜粋）

９

主な意見

市民が役所に来庁し、直接的な接点を持つ機会は年数回しかない。数少ない市民との接点を単発のものではなく、全体を通し
ていかに満足のいく体験にしてもらうかが、ＵＸを向上させる上では最も重要である。

他自治体の先行事例や民間企業における先進的な取組を積極的に参考にすべきである。

ホームページ等において、悩みや課題を抱いているユーザーが本来行きたかった場所に行き着くことができるよう、制度設計や
サービス設計をしていくことが非常に重要である。

各所管課がデザイン思考を理解し実践するために、デジタル統括本部が積極的に研修や課題図書の紹介等を行い、ＵＩ/ＵＸがど
のようなものなのかを学習することが必要である。

行政サービスは申請主義であることが多いため受け身になりがちであるが、今後はＡＩ等を活用し、提案型・プッシュ型で市民の
課題解決を目指すサービスも検討すべきである。

誰も取り残さないデジタル社会を実現するために、基本設計時から目標をしっかり持ち、走り出す方向を間違えないように取組
を推進すべきである。

DX化を進めていくにあたり、デジタル人材をどのように確保していくかについても、しっかりと考えなければならない。

これまでの多岐にわたるＤＸ推進の取組については評価している。一方で、世界に遅れないよう、本市が我が国のデジタル化を
先導していくという意気込みを持って、今後の取組に臨むべきである。

デジタル統括本部が中心となって、職員全体の意識醸成に積極的に取り組む必要がある。



５ 活動内容詳細（抜粋）

なぜUXが重要なのか、民間や世界の事例を踏まえ解説

２ 参考人による講演（令和５年12月５日）

参考人講演 「アフターデジタル時代に目指すべき「体験」とは」（株式会社ビービット 藤井 保文 氏）

10

主な意見

ユーザーである市民の経験を良いものにしていくた
めには、デジタルを用いて今行っている手順、アルゴ
リズムをどのように自動化していくのか、また、その
際に市民が直接入力するインターフェースをどのよ
うに使っていくのかが重要である。

デジタル化を進めていく上では、より多くのユーザー
である市民を巻き込んでいくことが必要であるため、
行政もデータをオープンにしていくべきである。



５ 活動内容詳細（抜粋）

11

１ ＵＸ（ユーザー体験・顧客体験）とは？
ＵＸという概念についての再定義



２ 行動支援の時代へ
ＵＸ向上における行動支援の重要性について説明

５ 活動内容詳細（抜粋）

12



３ 東南アジアに学ぶ社会課題起点のUX変革
インドネシアの「ＧＯＪＥＫ」を例とした取組について紹介

５ 活動内容詳細（抜粋）

13



５ 活動内容詳細（抜粋）

14

4 まとめに
これまでの講演を踏まえ、今後のＵＸのあるべき姿について総括



６ まとめ

今年度の調査・研究テーマである「利用者ニーズを踏まえた行政サービスのデジタル化について」意見交換
や議論を重ねた結果について、次のとおり取りまとめ、当特別委員会の報告とする。

15

（１） 徹底した利用者目線
・デジタルの恩恵を広く市民をはじめ利用者に行きわたらせ、実感あるものとするためには、利用者に
とって使いやすく、便利であるなど、利用者目線でサービスを設計することが重要である。
・利用者の生活に寄り添い、一連の行動を支援するようなサービスの提供など、全体を通していかに
満足度の高い体験をしてもらうかという視点が重要である。
・デジタル化の推進については、誰一人取り残さないよう設計段階からしっかりと議論を行い取組を
進める必要がある。

⇒市民をはじめ利用者の意見に真摯に耳を傾け、課題を見出し、継続的にサービスを見直すことで、
ＵＸを実感できるサービスを実現することが求められる。この考え方は、「バリュージャーニーへの移行」
による行動支援を求める考え方とも一致している。本市にとっての顧客は市民や市内事業者であり、
これからは行政サービスを通じて、彼らをよりありたい姿へと導くための行動支援を行う必要がある。

（２） 職員の意識改革
・利用者ニーズを踏まえた行政サービスの提供にあたっては、職員一人一人の意識醸成や行動変容が必要
であり、ＵＩ/ＵＸに関する研修実施などに取り組むことが重要である。
・業務のデジタル化は、利用者だけでなく職員にとってもメリットがあることをしっかり伝えるべきである。
・他自治体の先行事例や民間企業における先進的な取組なども積極的に参考にすべきである。
⇒デジタル統括本部が中心となって、従来の考え方や手法に固執せず、民間企業等の先行事例や先進技
術の活用も視野に入れながら、デジタル化を契機とした業務のあるべき姿の検討及びその提供におい
て、ＵＩ/ＵＸを意識して取り組むことが求められる。

利用者ニーズを踏まえた行政サービスのデジタル化に求められること



７ 終わりに

1６

我が国最大の人口を抱える基礎自治体としてこれまで発展を続けてきた本市も人口減少局面に入り、
生産年齢人口の減少、少子高齢化がさらに進んでいる。さらには、地震や激甚化する風水害などの自然災
害や、新型コロナウイルス感染症などの安全・安心を脅かす課題へのより迅速な対応が求められている。
デジタル分野における技術開発のスピードや環境の変化が極めて速い時代の中で、多様で複雑な課題に
着実に対応していくためには、統計データ等から将来を予測し、そこから見える課題を先取りした上で、そ
の解決に向けた最適な方法を選択していく必要がある。また、新型コロナウイルス感染症拡大を契機とし
て、DXの考え方は生活のあらゆる場面に浸透したものの、それに満足することなく、少しでも使いやすい
形に進化させ、より多くの市民にデジタル技術の利便性を感じてもらう必要がある。

これまで本委員会は、過去３年にわたって、「行政のデジタル化の推進による、市民サービスの向上及び
業務の効率化に関すること。」という付議事件のもと、さまざまな観点から議論を重ね、活発な意見交換
を行ってきた。その中で、ＤＸ化の考え方が我々の中に浸透し、令和４年９月には、本委員会からの提言も
踏まえ『横浜ＤＸ戦略』が策定されるなど、今では各事業のＤＸ化についても、所管の常任委員会で十分議
論できるようになった。短期間でこのような環境を作ることができたのも、議会と当局が同じ方向を向い
てＤＸ化を進められたからこそであり、そのような意味においても、本委員会が果たした意義は大きく、
しっかりと価値を生み出すことができたと言える。そこで、本委員会の付議事件に関する調査・研究につ
いては、一定の成果を得たと捉え、本構成における報告書の提出をもって終了することとする。

一方で、我々議会のDX化の取組は、徐々に浸透してきてはいるものの社会の流れに比べると遅く、取
組の余地は大いにある。今後も、議会として取組を加速度的に進め、率先してDX化を進めていくという
姿勢を見せるべきである。

最後になるが、デジタルは手段であり、目的ではない。DX化の推進による業務効率の向上は「市職員の
働き方改革」となり、ひいてはそれが「市民サービスの向上」につながるものである。このことを念頭に、デ
ジタル技術を用いて様々な課題を解決し、行政や市民が自ら本市の未来につながるデジタルの実装をデ
ザインできるよう、職員の皆様には、粘り強く・組織的に挑戦し続けてもらいたい。



８ デジタル化推進特別委員会名簿

委員長 大 岩 真 善 和 立憲民主党

副委員長 黒 川 勝 自由民主党

同 関 勝 則 自由民主党

委員 お さ か べ さ や か 自由民主党

同 鴨 志 田 啓 介 自由民主党

同 鈴 木 太 郎 自由民主党

同 久 保 和 弘 公明党

同 髙 橋 正 治 公明党

同 か ざ ま あ さ み 立憲民主党

同 麓 理 恵 立憲民主党

同 坂 井 太 日本維新の会

同 白 井 正 子 日本共産党

同 深 作 祐 衣 民主フォーラム
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